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令和４年第３回 

宮代町議会定例会議案書 



議案番号 件      名      等 頁 

   

議案第２９号 宮代町こども医療費支給に関する条例の一部を改正する条例

について 

１ 

議案第３０号 宮代町重度心身障害者医療費支給に関する条例の一部を改正

する条例について 

３ 

議案第３１号 宮代町ひとり親家庭等の医療費の支給に関する条例の一部を改

正する条例について 

５ 

議案第３２号 工事請負契約の締結について ７ 

議案第３３号 宮代町教育委員会の委員の任命につき同意を求めることにつ

いて 

８ 

議案第３４号 令和４年度宮代町一般会計補正予算（第３号）について ９ 

議案第３５号 令和４年度宮代町介護保険特別会計補正予算（第１号）につい

て 

１０ 

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   



 １ 

 

議案第２９号 

 

宮代町こども医療費支給に関する条例の一部を改正する条例について 

 

 宮代町こども医療費支給に関する条例の一部を改正する条例を別紙のとおり提出

する。 

 

 令和４年５月２６日提出 

 

宮代町長 新 井 康 之    

 

 

提 案 理 由 

県内の医療機関においてこども医療費の現物給付が開始されること及び入院に係

る助成金の支給対象を拡大することに伴い、宮代町こども医療費支給に関する条例

の一部を改正したいので、地方自治法第９６条第１項第１号の規定により、この案

を提出するものである。 

 



 ２ 

 

   宮代町こども医療費支給に関する条例の一部を改正する条例 

 宮代町こども医療費支給に関する条例（昭和４８年宮代町条例第１４号）の一部

を次のように改正する。 

 第２条第１号中「１５歳」を「１８歳」に改め、同条に次の１号を加える。 

（５）現物給付 次条に規定する対象者が健康保険法（大正１１年法律第７０号）

第６３条第３項各号に規定する病院若しくは診療所又は薬局等で一部負担金の

支払いを求められず、町が対象者に代わって医療費を当該医療機関等に支払う

ことをいう。 

第４条第２項を次のように改める。 

２ 前項の規定による対象のこどもの医療費の支給期間は、通院に係るこどもの医

療費については対象のこどもが１５歳に達する日以後の最初の３月３１日まで、

入院に係るこどもの医療費については対象のこどもが１８歳に達する日以後の最

初の３月３１日までとする。 

第５条第２項中「対象のこどもが、町長の指定する医療機関等で医療を受けた」

を「埼玉県内の医療機関等が現物給付を実施する」に改める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和４年１０月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例による改正後の宮代町こども医療費支給に関する条例の規定は、この

条例の施行の日以後の診療に係る医療費の支給について適用し、同日より前の診

療に係る医療費の支給については、なお従前の例による。 

 

 



 ３ 

 

議案第３０号 

 

宮代町重度心身障害者医療費支給に関する条例の一部を改正する条例について 

 

宮代町重度心身障害者医療費支給に関する条例の一部を改正する条例を別紙のと

おり提出する。 

 

令和４年５月２６日提出 

宮代町長 新 井 康 之    

 

 

提 案 理 由 

 県内の医療機関において重度心身障害者医療費の現物給付が開始されることに伴

い、宮代町重度心身障害者医療費支給に関する条例の一部を改正したいので、地方

自治法第９６条第１項第１号の規定により、この案を提出するものである。 

 

 

 



 ４ 

 

   宮代町重度心身障害者医療費支給に関する条例の一部を改正する条例 

 宮代町重度心身障害者医療費支給に関する条例（昭和５０年宮代町条例第１０号）

の一部を次のように改正する。 

 第８条第２項中「受給者が町長の指定する医療機関等で医療を受けた」を「埼玉県

内の医療機関等が現物給付（対象者が健康保険法（大正１１年法律第７０号）第６３

条第３項各号に規定する病院若しくは診療所又は薬局等で一部負担金の支払いを求

められず、町が対象者に代わって医療費を当該医療機関等に支払うことをいう。）を

実施する」に改める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和４年１０月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例による改正後の宮代町重度心身障害者医療費支給に関する条例の規定

は、この条例の施行の日以後の診療に係る医療費の支給について適用し、同日より

前の診療に係る医療費の支給については、なお従前の例による。 

 

 



 ５ 

 

議案第３１号 

 

宮代町ひとり親家庭等の医療費の支給に関する条例の一部を改正する条例に

ついて 

 

 宮代町ひとり親家庭等の医療費の支給に関する条例の一部を改正する条例を別紙

のとおり提出する。 

 

 令和４年５月２６日提出 

 

宮代町長 新 井 康 之    

 

 

提 案 理 由 

県内の医療機関においてひとり親家庭等医療費の現物給付が開始されることに伴

い、宮代町ひとり親家庭等の医療費の支給に関する条例の一部を改正したいので、

地方自治法第９６条第１項第１号の規定により、この案を提出するものである。 

 



 ６ 

 

   宮代町ひとり親家庭等の医療費の支給に関する条例の一部を改正する条例 

宮代町ひとり親家庭等の医療費の支給に関する条例（平成４年宮代町条例第２０

号）の一部を次のように改正する。 

第７条第２項中「受給者が、町長の指定する医療機関等で医療を受けた」を「埼

玉県内の医療機関等が現物給付（対象者が健康保険法（大正１１年法律第７０号）

第６３条第３項各号に規定する病院若しくは診療所又は薬局等で一部負担金の支払

いを求められず、町が対象者に代わって医療費を当該医療機関等に支払うことをい

う。）を実施する」に改める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和５年１月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例による改正後の宮代町ひとり親家庭等の医療費の支給に関する条例の

規定は、この条例の施行の日以後の診療に係る医療費の支給について適用し、同

日より前の診療に係る医療費の支給については、なお従前の例による。 

 

 



 ７ 

 

議案第３２号 

 

   工事請負契約の締結について 

 

次のとおり工事請負契約を締結することについて議決を求める。 

１ 工 事 名  宮代町役場庁舎空調機入替工事 

２ 施 工 箇 所  宮代町役場庁舎内 

３ 履 行 期 限  令和５年１月３１日 

４ 請 負 金 額  ６，６００万円 

５ 請 負 業 者  埼玉県北葛飾郡杉戸町内田二丁目８番１６号 

           株式会社 茂田工業所 杉戸本社 

代表 茂田 泰典 

 

令和４年５月２６日提出 

 

宮代町長 新 井 康 之    

 

 

      提 案 理 由 

 宮代町役場庁舎空調機入替工事の請負契約を締結したいので、議会の議決に付す

べき契約及び財産の取得又は処分に関する条例第２条の規定により、この案を提出

するものである。 

 



 ８ 

 

議案第３３号 

 

宮代町教育委員会の委員の任命につき同意を求めることについて 

 

次の者を宮代町教育委員会の委員に任命することについて同意を求める。 

１ 住  所                      

２ 氏  名  瀧 ヶ 崎 隆 司 

３ 生年月日              

 

令和４年５月２６日提出 

 

宮代町長 新 井 康 之 

 

 

提 案 理 由 

現教育委員会の委員の瀧ヶ崎隆司氏を引き続き教育委員会の委員に任命したいの

で、地方教育行政の組織及び運営に関する法律第４条第２項の規定により、この案

を提出するものである。 

 

 



 ９ 

 

議案第３４号 

 

令和４年度宮代町一般会計補正予算（第３号）について 

 

令和４年度宮代町一般会計補正予算（第３号）を別冊のとおり提出する。 

 

令和４年５月２６日提出 

 

宮代町長 新 井 康 之    

 

 

提 案 理 由 

新型コロナウイルスワクチン４回目接種の実施及び民間保育所新設に伴う民間社

会福祉施設整備事業費補助金の交付等に伴い、令和４年度宮代町一般会計予算に

３億７４４万７，０００円を追加し、総額を１１４億６，６６４万２，０００円と

することについて、地方自治法第２１８条第１項の規定により、この案を提出する

ものである。 

 

 



 １０ 

 

議案第３５号 

 

令和４年度宮代町介護保険特別会計補正予算（第１号）について 

 

令和４年度宮代町介護保険特別会計補正予算（第１号）を別冊のとおり提出する。 

 

令和４年５月２６日提出 

 

宮代町長 新 井 康 之 

 

 

提 案 理 由 

マイナンバー連携に係る介護保険システムの改修に伴い、令和４年度宮代町介護

保険特別会計予算に４２万１，０００円を追加し、総額を３１億５，４９７万円と

することについて、地方自治法第２１８条第１項の規定により、この案を提出する

ものである。 

 

 


